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高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画策定業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

この要領は、「高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画策定業務委託」（以下「本

業務」という。）について、まちづくりの計画に関する高度な知識と豊富な経験を有し、価格だけで

はなく優れた提案を行う事業者をプロポーザル方式により選定するために必要な事項を定めるもの

とする。 

 

１ 業務の概要 

(1) 名称 

高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画策定業務委託 

(2) 目的 

本町のまちづくり指針として、都市計画法第 18 条の２に規定される「市町村の都市計画に

関する基本的な方針」である、高森町都市計画マスタープランの策定、及び、人口減少・少子

高齢化等の社会構造の変化に対応したコンパクトで持続可能なまちづくりを推進するため、平

成 26 年８月に施行された改正都市再生特別措置法で制度化された、高森町立地適正化計画の

策定を業務の目的とする。 

上記の策定を効率的かつ効果的に進めるために、高い専門性と豊富な経験を有する事業者か

らの提案書を一定の基準で評価・選定するため、公募型プロポーザルを実施する。 

(3) 委託内容 

別紙「本業務」仕様書のとおり。 

(4) 委託者 

長野県下伊那郡高森町 

(5) 委託期間 

契約締結の日から令和８年３月 19日まで（予定） 

※債務負担行為による令和５年度から令和７年度の３カ年度の業務委託契約 

(6) 提案上限額  

２０，６００，０００  円（消費税及び地方消費税を含む。） 

年 度 
都市計画 

マスタープラン 
立地適正化計画 合 計 

令和５年度 2,700,000 円 4,000,000  円 6,700,000  円 

令和６年度   1,700,000 円 3,800,000  円 5,500,000  円 

令和７年度  4,000,000 円 4,400,000  円   8,400,000 円 

合 計 8,400,000  円 12,200,000  円 20,600,000 円 

  ※上記金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、提案内容の規模を示すためのもので

あることに留意すること。 

  ※各年度の合計上限額の範囲内であれば、提案する業務工程に基づき、両計画の内訳金額を変

更できるものとする。但し、両計画のそれぞれの合計上限額を超える変更はできない。 
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２ 参加資格要件 

次の各号に掲げる要件を全て満たす者とする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当しない者で

あること。 

(2) 令和４・５・６年度高森町及び長野県入札参加資格（建設コンサルタント-都市及び地方計

画）に登録している者であること。 

(3) 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示 717 号）の「都市計画及び地方計画部

門」の登録を受けている者であること。 

(4) 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しく

は再生手続開始の申立てがされている者（同法第 33 条第１項に規定する再生手続開始の申

立てを受けた者を除く。）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更正手続開

始の申立てをしている者若しくは更正手続開始の申立てがされている者（同法第 41 条第１

項に規定する更正手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

(5) 所在する県、市区町村に税の未納額がない者であること。 

(6) 高森町暴力団排除条例（平成 23年条例第 12号）第２条に規定する暴力団、暴力団員ではな

いこと。 

(7) 参加申込書の提出の日から委託候補者を選定するまでの期間に、高森町における入札参加資

格停止基準等に基づく指名停止等の入札参加制限又は文書警告に伴う入札に参加できない

措置を受けていない者であること。 

(8) 長野県内に本社を置き、次の条件を満たす管理技術者、照査技術者を配置できること。なお、

各技術者は提案者と正規雇用関係にあり、過去５年間（平成 30 年４月１日から令和５年３

月 31日まで）において、地方公共団体発注の同種又は類似した業務の実績があること。同種

業務とは、地方自治体発注の都市計画マスタープラン策定（改訂を含む）業務、立地適正化

計画策定業務（改訂を含む）、都市計画区域の整備・開発・保全の方針（都市計画区域マスタ

ープラン）策定（改訂を含む）業務をいい、基礎的調査・データ解析及び住民意向調査等の

一部業務のみの完了実績はこれに含まない。類似業務とは、国土利用計画、地区計画、土地

利用構想等の土地利用計画策定業務に関わる業務とする。 

ア 管理技術者は、技術士（総合技術監理部門又は建設部門：都市及び地方計画）の資格を有

する者とする。 

イ 照査技術者は、技術士（総合技術監理部門又は建設部門）の資格を有する者とする。また、

照査技術者は、管理技術者を兼ねることができない。 

ウ 主たる担当技術者は、設計図書等に基づき適正に業務を実施する者とする。 
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３ 選定に係る日程 

事  項 期  限 

プロポーザルの公告 令和５年６月９日（金） 

参加申込に関する質問の受付期限 令和５年６月 16 日（金）正午 

参加申込に関する質問の回答 令和５年６月 20 日（火） 

参加申込書等の提出期限 令和５年６月 27 日（火）17 時 

一次審査（書類審査・結果の通知） 

プロポーザル関係書類提出依頼書 
令和５年６月 29 日（木）までに発送 

提案書に関する質問の受付期限 令和５年７月５日（水）正午 

提案書に関する質問の回答 令和５年７月 10 日（月）17 時までに回答 

提案書の提出期限 令和５年７月 14 日（金）17 時 

二次審査に関する質問の受付期限 令和５年７月 21 日（金）正午 

二次審査に関する質問の回答 令和５年７月 24 日（月）17 時までに回答 

二次審査 

（ヒアリング・プレゼンテーション） 

令和５年７月 28 日（金）を予定 

会場、時間等の詳細については後日連絡 

結果通知 令和５年８月２日（水）までに発送予定 

契約の締結 令和５年８月上旬を予定 

 

４ 提出書類一覧 

本プロポーザルに係る提出書類は以下のとおりである。必要書類は高森町公式ホームページよ

り入手するか、建設課窓口で受け取ること。なお、建設課窓口では紙ベースでの提供となる。 

 

項番 提出書類 様式 

１ プロポーザル参加申込書 様式第１号 

２ 提案者情報書 様式第２号 

３ 業務実施体制書 様式第３号 

４ 予定技術者経歴書（管理技術者） 様式第４号 

５ 予定技術者経歴書（照査技術者） 様式第５号 

６ 予定技術者経歴書（主たる担当技術者） 様式第６号 

７ 提案書（表紙） 様式第７号 

８ 提案書（提案内容） 
様式第８号 

（一部任意書式可） 

９ 見積書・見積内訳書 任意書式 

10 質問書 様式第９号 
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５ 参加申込書の提出等に関する事項 

(1) 提出期限   公告の日から令和５年６月 27日（火）17時（必着） 

受付は、閉庁日を除く９時から 17時 

(2) 提出場所  高森町役場 建設課地域デザイン係 

(3) 提出方法  持参、又は郵送（配達記録が残る郵便に限る。） 

(4) 提出書類  プロポーザル参加申込書（様式第１号） 

提案者情報書 （様式第２号） 

業務実施体制書（様式第３号） 

予定技術者経歴書（管理技術者）（様式第４号） 

予定技術者実績書（照査技術者）（様式第５号） 

予定技術者実績書（主たる担当技術者）（様式第６号） 

予定技術者の雇用状況が把握できる書類（管理技術者及び照査技術者） 

注）各様式の注記に示す書類を添付すること。 

(5) 提出部数  正本１部 副本５部 合計６部（左側２箇所をホチキス止め） 

(6) 結果の通知 

令和５年６月 29 日（木）までに、書面により全ての参加申込書提出者に発送

する。なお、審査結果についての異議申立ては一切受け付けない。 

 

６ 参加申込書に関する質問の受付及び回答 

(1) 提出期限  令和５年６月 12日（月）から令和５年６月 16日（金）正午まで 

(2) 提出方法  質問書（様式第９号）に必要事項を記入の上、ワードファイルを添付し、電子

メールにて提出する。メール送信後、必ず電話により着信の確認を行うこと。 

(3) 回答方法  令和５年６月 20 日（火）17 時までに、高森町公式ホームページへ掲載し、公

表する。なお、類似同様の質問については、まとめて一つの回答とする場合が

ある。 

 

７ 提案書の提出等に関する事項 

(1) 対象者   プロポーザル提案資格を有するものとして認められ、町から「プロポーザル関

係書類提出依頼書」により要請を受けた者 

(2) 提出期限  令和５年７月 14日（金）17 時（必着） 

受付は、閉庁日を除く９時から 17時 

(3) 提出場所  高森町役場 建設課地域デザイン係 

(4) 提出方法  持参、又は郵送（配達記録が残る郵便に限る。） 

(5) 提出書類  提案書（表紙）（様式第７号） 

提案書（提案内容）（様式第８号（一部任意書式可）） 

見積書・見積内訳書（任意書式） 

(6) 提出部数  正本１部 副本５部 合計６部（左側２箇所をホチキス止め） 
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８ 提案書の提出等に関する質問の受付及び回答 

(1) 提出期限  令和５年６月 30日（金）から令和５年７月５日（水）正午 

(2) 提出方法  質問書（様式第９号）に必要事項を記入の上、ワードファイルを添付し、電子

メールにて提出する。メール送信後、必ず電話により着信の確認を行うこと。 

(3) 回答方法  令和５年７月 10日（月）17 時までに対象者全員に電子メールにより回答書を

送信する。なお、類似同様の質問については、まとめて一つの回答とする場合

がある。 

 

９ 二次審査（ヒアリング・プレゼンテーション）に関する事項 

(1) 審査日   令和５年７月 28日（金） 

時間等の詳細については、各提案者へ郵送もしくは電子メールにより通知する。 

(2) 結果の通知及び公表 

令和５年８月２日（水）までに、郵送もしくは電子メールにより全ての提案者

に発送する。また、契約候補者及び次点順位者については、高森町公式ホーム

ページにおいて公表するものとする。なお、審査結果についての異議申立ては

一切受け付けない。 

 

10 二次審査に関する質問の受付及び回答 

(1) 受付期間  令和５年７月 18日（火）から令和５年７月 21日（金）正午まで 

(2) 提出方法  質問書（様式第９号）に必要事項を記入の上、ワードファイルを添付し、電子

メールにて提出する。メール送信後、必ず電話により着信の確認を行うこと。 

(3) 回答方法  令和５年７月 24 日（月）17 時までに、対象者全員に電子メールにより回答書

を送信する。類似同様の質問については、まとめて一つの回答とする場合があ

る。 

 

11 選考方法 

(1) 一次審査（書類審査）は、提出された参加申込書等を基に参加資格要件を満たしているかに

ついて担当課にて確認を行う。そのうえで、参加申込者が５者を超えた場合は、下表に示す

評価指標について採点を行い、上位５者を二次審査（ヒアリング・プレゼンテーション）の

対象者として選定する。 

評価項目 評価指標 評価配点 

業務実施体制 技術者体制 5 

管理技術者の資格及び経験 資格保持の状況、同種・類似業務経験値、南信

地域での都市計画実績 

都市計画実績 

45 

照査技術者の資格及び経験 資格保持の状況、同種・類似業務経験値 10 

主たる担当技術者の資格及び経験 資格保持の状況、同種・類似業務経験値 25 

地域性  技術者の常駐性  15 
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(2) 二次審査は、別に定める高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画策定業務

に係る公募型プロポーザル二次審査要領（以下「審査要領」という。）により、提案書に基づ

く審査（ヒアリング・プレゼンテーション）を実施し、下表に示す評価指標について採点を

行う。 

 

評価項目 評価指標 評価配点 

町の現状理解 現状と課題等、町への理解度 10 

業務への理解 業務への見識、仕様書等の理解 10 

評価テーマに対する取組み姿勢 方針の明確さ、提案事項への取組み姿勢 60 

工程計画 円滑な進め方、庁内の役割分担 30 

説明、発信力 提案書、説明、質疑回答のわかりやすさ 40 

業務費用 業務コストの優位性、妥当性 50 

 

＜二次審査（ヒアリング・プレゼンテーション）実施概要＞ 

①参加者 管理技術者を含む５名以内（Ｗｅｂ参加は不可） 

②説明時間 １者につき 30分以内 

・提案内容の説明 20 分（準備・後片付け時間を含める。） 

・質疑応答 10分 

③その他 ・審査の順番は、参加申込書の提出受付が遅い者からとする。 

・提案書をもとにプレゼンテーションを行うこととし、当日の追加資料

の配布や追加提案等、提案書以外の資料を使用しての説明は不可とす

る。提案書に示された内容であれば、説明の補足用としてパワーポイ

ント等の使用は可とする。 

・審査に使用する機器（プロジェクタ、スクリーン、延長用電源コード）

は町より提供するが、パソコン、説明用資料（データ）は参加者が準

備し、それらを使用するための準備及び片付けに要する時間は説明時

間に含めるものとする。 

           ・審査は非公開とする。 

 

12 提案書等の書式 

(1) 提案書の書式 

① 提案書の書式は、文字サイズを 10.5 ポイント以上（注釈、図表等の記載を除く。）とし、Ａ

４版・縦型・横書きの片面印刷で、10 ページを超えない範囲に取りまとめる（提案書表紙

及び見積書を除く。） 

② 本手続において使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨並びに日本国の標準時

及び計量法（平成４年法律第 51 号）に定める単位に限る。 

③ 提案書は、専門的な知識を持たない者でも理解できるよう、分かりやすい表現とすること。

なお、やむを得ず専門用語を使用する場合については、一般用語を用いて脚注を付記するな

ど、理解しやすいものとすること。 
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(2) 提案書の構成 

提案書は、下表に示す目次に従い、本業務仕様書を参考として作成すること。また、下表で

必須としている項目については、必ず記載すること。 

提案書目次（内容の補足） 

必須

／ 

任意 

様式 

提案書表紙 必須 様式第７号 

１．本町の都市計画に係るまちづくりにおける現状と課題 必須 

様式第８号 

２．都市計画マスタープラン策定の必要性と有効性 必須 

３．本町における立地適正化計画策定の必要性、方向性 必須 

４．計画策定への町民参画の方法及び合意形成支援の方針 必須 

５．特に注目すべき区域及びその方向性 必須 

６．災害リスク及び設定する区域との関係性 必須 

７．業務工程、実施フローチャート 

・仕様書の業務項目及び提案事項、庁内及び関係機関と

の協議・関連性等、考えられる業務項目の計画策定まで

の全工程について記載すること。 

必須 
様式第８号 

（ 折込みＡ３版可） 

８．業務実施体制 必須 様式第８号 

９．その他提案事項 

・仕様書に記載のない事項の提案、提案者の受注でもた

らす町のメリット、その他独自提案など 
任意 様式第８号 

10．見積書・見積内訳書 

・会社名、代表者名を記入し、代表印を押印すること。 

・提案上限額以内の見積金額を記載のこと。 

・見積内訳書は、各年度の業務項目、数量、単価、諸経費

等がわかるように記載のこと。 

必須 任意書式 

 

(3) 提案書の取り扱い 

提出された提案書の取扱いは、次の各号のとおりとする。 

① 提案書は、本プロポーザルの目的以外には使用しない。 

② 提出期間終了後は、発注者の同意なく提案書に記載された内容の変更は認めない。 

③ 提案書の提出後、発注者の判断により補足資料の提出や確認を求めることがある。 

④ 提案書は返却しない。 

⑤ 提案書は、契約候補者選定の目的以外に提案者に無断で使用しないものとする。 

⑥ 提案書は、契約候補者選定を行うために必要な場合又は開示等の際に複製を作成するこ

とがある。 

⑦ 提案書は、高森町情報公開条例（平成 11 年条例第 10 号）に基づき、開示等をする場合

がある。 

⑧ 提出された従業員等の個人情報は本プロポーザル実施に必要な連絡のみに用いることと

し、他の用途には用いない。なお、当該個人情報の取扱いは、個人情報の保護に関する法

律（平成 15 年法律第 57 号）及び、高森町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和

５年条例第６号）に従う。 
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13 その他 

(1) 提案に関して必要となる費用は、全て提案者の負担とする。やむを得ない理由により本プロ

ポーザルが中止又は延期された場合においても、それまでに要した費用を町に請求すること

はできない。 

(2) 提出された書類は返却しない。なお、提出された書類は、高森町情報公開条例（平成 11年条

例第 10 号）に基づき、開示等を実施する場合がある。 

(3) 必要により、提出された書類等の内容について、関係機関に照会する場合がある。 

(4) 提出書類に虚偽の記載があった場合は、参加資格を無効とするとともに、指名停止を行う場

合がある。 

(5) 参加申込書の提出後に本プロポーザルへの参加を辞退する場合（選定後に辞退する場合も含

む。）は、辞退届（任意様式）を提出すること。 

(6) 詳細は、本業務実施要領及び同仕様書によるものとする。 

 

14 選定後の手続き 

(1) 本業務に関して、提案内容がそのまま契約内容となるものではなく、契約候補者と町が本業

務の内容の詳細を別途協議・調整の上で、本業務仕様書を一部変更して契約する場合がある。

なお、この協議が整わない場合は、次点順位者と改めて同様の協議を行うことがある。 

(2) 契約は、債務負担行為による令和８年３月 19 日までの契約とし、各会計年度における支払

額限度額は、本実施要領「１．業務委託の概要(6)提案上限額」に示す各年度の合計額とする。 

(3) 契約保証金は、契約額の 100 分の 10 以上の額を契約時に納付しなければならない。ただし、

財務規則（昭和 54年規則第２号）第 124 条第３項の規定を適用し、当該要件に該当する場合

は、契約保証金の納付を免除する。 

(4) 契約金額の支払いについては、契約の際に作成する仕様書の支払い基準による。 

(5) 契約書の作成等に要する全ての費用は、受託者の負担とする。 

 

15 担当部署 

(1) 担 当 課       高森町役場 建設課地域デザイン係 

課長：多田井 素  担当：岩﨑 徹 

(2) 住  所       399-3193 長野県下伊那郡高森町下市田 2183 番地 1 

(3) 電話番号       0265-35-3111（代表） 

(4) ファックス      0265-35-8294（代表） 

(5) 電子メールアドレス   kensetsu@town.nagano-takamori.lg.jp 
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